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議案第６号 

   令和８年度衣浦東部広域連合一般会計予算について 

令和８年度衣浦東部広域連合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，９９９，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

 （継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の

経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

  （一時借入金） 

第４条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。 

  令和８年２月１８日提出 

                     衣浦東部広域連合長  杉 浦 康 憲 
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第２表　継続費

年度 年　割　額

令和
8年度

16,951 

令和
9年度

152,570 

第３表 地方債

起債の方法

1,720,700 

169,521 総務管理費

合　計

連合事務所整備事業 12,700 

（単位：千円）

款 項 事　業　名 総　　額

2 総 務 費 1 連 合 事 務 所 整 備 事 業

（単位：千円）

起債の目的 限度額 利率 償還の方法

高機能消防指令セン
タ ー 総 合 整 備 事 業

1,708,000 

　　　4.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金等について、利率
の見直しを行った後に
おいては、当該利率見
直し後の利率）

政府資金等融資条件に
定めのある場合はその
条件により、銀行その
他の場合にはその債権
者と協定するものによ
る。ただし、広域連合
財政の都合により据置
期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償
還又は低利に借換えす
ることができる。

普通貸借
又　　は
証券発行
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給 与 費 明 細 書 

１ 特 別 職 

（単位：千円） 

区 分 

職員

数 

(人) 

給  与  費 

共

済

費 

合計 備考 
報酬 給料 

期末手

当年間

支給率

(月分) 

地域

手当 

その他

の手当 
計 

本

年

度 

長 等 6 533     533  533  

議 員 17 1,510     1,510  1,510  

その他

の特別

職 

11 958     958  958  

計 34 3,001     3,001  3,001  

前

年

度 

長 等 6 533     533  533  

議 員 17 1,510     1,510  1,510  

その他

の特別

職 

11 958     958  958  

計 34 3,001     3,001  3,001  

比

較 

長 等 0 0     0  0  

議 員 0 0     0  0  

その他

の特別

職 

0 0     0  0  

計 0 0     0  0  
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２ 一 般 職 

 (1) 総  括                          （単位：千円） 

  ア 会計年度任用職員以外の職員                 

区 分 
職員数

(人) 

給  与  費 
共済費 合 計 備考 

報酬 給料 職員手当等 計 

本年度 
455 

〔8〕 
 2,008,745 2,096,160 4,104,905 781,679 4,886,584  

前年度 
445 

〔14〕 
 1,862,454 1,942,354 3,804,808 700,832 4,505,640  

比 較 
10 

〔△6〕 
 146,291 153,806 300,097 80,847 380,944  

 〔 〕は、再任用短時間勤務職員の人数（外書） 

職 員 手

当 等 の

内訳 

区 分 
扶 養 

手 当 

地 域 

手 当 

住 居 

手 当 

通 勤 

手 当 

特殊勤務 

手  当 

時間外 

勤務手当 

本年度 98,100 261,119 24,581 38,346 35,726 362,802 

前年度 90,659 242,626 24,581 38,346 35,169 321,286 

比 較 7,441 18,493 0 0 557 41,516 

区 分 

管理職員 

特別勤務 

手  当 

管理職 

手 当 

期 末 

手 当 

勤 勉 

手 当 

単身赴任

手  当 

退職手当 

組合負担金 

本年度 1,892 69,128 504,691 405,435 0 294,340 

前年度 1,892 68,730 470,822 377,368 552 270,323 

比 較 0 398 33,869 28,067 △552 24,017 

 

  イ 会計年度任用職員 

区 分 
職員数

(人) 

給  与  費 
共済費 合 計 備考 

報酬 給料 職員手当等 計 

本年度 15 18,830  6,384 25,214 0 25,214  

前年度 11 13,660  5,241 18,901 0 18,901  

比 較 4 5,170  1,143 6,313 0 6,313  

 

職員手当等

の内訳 

区 分 
地 域 

手 当 

通 勤 

手 当 

特殊勤務 

手  当 

時間外 

勤務手当 

期 末 

手 当 

勤 勉 

手 当 

退 職 

手 当 

本年度     3,468 2,916  

前年度     2,847 2,394  

比 較     621 522  
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 (2) 給料及び職員手当等の増減額の明細              （単位：千円） 

  ア 会計年度任用職員以外の職員 

区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備考 

給料 146,291 

昇給等に 

伴う増加分 
129,510 平均定昇率          1.0％  

その他の 

増減分 
16,781 

退職予定者と新規採用予定者 

退職予定者  1 人 

新規採用予定者 11 人 

再任用短時間勤務職員 本年度  8 人 

前年度 14 人 

 

職員 

手当等 
153,806 

制度改正に 

伴う増減分 
9,767 

期末手当           4,997 

勤勉手当           4,770 
 

その他の 

増減分 
144,039 

地域手当           18,493 

その他の手当        125,546 

 

イ 会計年度任用職員 

区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備考 

報酬 5,170 

昇給等に 

伴う増加分 
1,255 平均定昇率          7.1％  

その他の 

増減分 
3,915 

会計年度任用職員   本年度 15人 

前年度 11人 
 

職員 

手当等 
1,143 

制度改正に 

伴う増減分 
69 

期末手当            35 

勤勉手当            34 
 

その他の 

増減分 
1,074   

 

 (3) 給料及び職員手当等の状況 

ア 職員１人当たり給与 

区     分 消 防 職 事 務 職 

令和８年１月１日現在 

平均給料月額（円） 356,283 361,283 

平均給与月額（円） 511,694 464,851 

平 均 年 齢 40 歳 5 月 41 歳 9 月 

令和７年１月１日現在 

平均給料月額（円） 342,021 346,683 

平均給与月額（円） 492,935 467,663 

平 均 年 齢 39 歳 9 月 41 歳 4 月 
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イ 初任給 

区 分 消防職（円） 
国の制度 

一般行政職（円） 

高校卒 212,200 200,300 

大学卒 252,400 232,000 

 

ウ 級別職員数 

区 分 
消 防 職 事 務 職 

級 職員数(人) 構成比(%) 級 職員数(人) 構成比(%) 

令和８年１
月１日現在 

１級 48 11.1 １級 0 0.0 

２級 89 20.5 ２級 4 33.4 

３級 62 14.3 ３級 2 16.7 

４級 81 18.7 ４級 1 8.3 

５級 71 16.4 ５級 2 16.7 

６級 2 0.5 ６級 1 8.3 

７級 41 9.5 ７級 1 8.3 

８級 36 8.3 ８級 1 8.3 

９級 2 0.5 ９級 0 0.0 

10 級 1 0.2    

計 433 100.0 計 12 100.0 

区 分 
消 防 職 事 務 職 

級 職員数(人) 構成比(%) 級 職員数(人) 構成比(%) 

令和７年１
月１日現在 

１級 52 12.2 １級 0 0.0 

２級 92 21.6 ２級 4 33.4 

３級 62 14.6 ３級 2 16.7 

４級 68 16.0 ４級 1 8.3 

５級 68 16.0 ５級 3 25.0 

６級 2 0.5 ６級 0 0.0 

７級 42 9.9 ７級 1 8.3 

８級 36 8.5 ８級 1 8.3 

９級 2 0.5 ９級 0 0.0 

10 級 1 0.2    

計 425 100.0 計 12 100.0 
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（級別の基準となる職務） 

区  分 消 防 職 

１級 消防士の職務 

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う消防士の職務 

３級 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う消防士の職務 

４級 主査の職務 

５級 係長及び専門員の職務 

６級 課長補佐、署長補佐、出張所長、分署長補佐及び副主幹の職務 

７級 困難な業務を行う課長補佐、署長補佐、出張所長及び分署長補佐の職務 

８級 課長、署長、副署長、主幹及び分署長の職務 

９級 
困難な業務を行う課長及び署長の職務 

次長及び局長の職務 

10 級 困難な業務を行う局長の職務 
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エ 昇給                     （令和８年１月１日現在） 

区       分 合  計 
代表的な職種 

消 防 職 

本

年

度 

職   員   数   （Ａ）（人） 445 433 

昇給に係る職員数    （Ｂ）（人) 410 401 

号給数別内訳 

１号（人） 4 4 

２号（人） 7 6 

３号（人） 9 9 

４号（人） 320 316 

５号（人） 48 47 

６号以上（人） 22 19 

比    率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 92.1 92.6 

前

年

度 

職   員   数   （Ａ）（人） 437 425 

昇給に係る職員数    （Ｂ）（人) 403 394 

号給数別内訳 

１号（人） 1 1 

２号（人） 2 2 

３号（人） 23 23 

４号（人） 308 303 

５号（人） 49 47 

６号以上（人） 20 18 

比    率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 92.2 92.7 

 

オ 期末手当・勤勉手当 

区 分 
支給期別支給率 

支給率計(月分) 

職制上の段階､

職務の級等に

よる加算措置 

備 考 
６月(月分) 12 月(月分) 

本年度 

当 初 

2.325 

〔1.225〕 

2.325 

〔1.225〕 

4.65 

〔2.45〕 
有  

前年度 

当 初 

2.3 

〔1.2〕 

2.3 

〔1.2〕 

4.6 

〔2.4〕 
有  

国の制度 
2.325 

〔1.225〕 

2.325 

〔1.225〕 

4.65 

〔2.45〕 
有  

〔 〕は、再任用短時間勤務職員の支給率 
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カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区  分 
20 年勤続の

者(月分) 

25 年勤続の

者(月分) 

35 年勤続の

者(月分) 

最高限度 

(月分) 

その他の 

加算措置等 
備考 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職 

特例措置 
 

国の制度 

(支給率等) 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退職 

特例措置 
 

 

キ 地域手当 

支給対象地域 支給率(％) 支給対象職員数(人) 国の指定基準に基づく支給率(％) 

全 地 域 １２ ４５５〔８〕 支給地域により７～１４ 

〔 〕は、再任用短時間勤務職員の人数（外書） 

 

ク 特殊勤務手当 

区   分 全職種 
代表的な職種 

消 防 職 

給料総額に対する比率(％) 

（令和８年１月１日現在） 
2.0％ 2.1％ 

支給対象職員の比率(％) 

（令和８年１月１日現在） 
72.4％ 74.4％ 

代表的な特殊勤務手当の名称 火災業務手当、救急業務手当、潜水業務手当 

 

ケ その他の手当 

区  分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶養手当 同  

住居手当 同  

通勤手当 異 
交通機関利用者は国と同じ 

その他は距離区分とその手当額が異なる 
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継続費についての前前年度末までの支出

の見込み及び当該年度以降の支出予定額

全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

国　　県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

令和
8年度

16,951 12,700 4,251 

令和
9年度

152,570 114,400 38,170 

計 169,521 127,100 42,421 

年度 年 割 額

一般財源

款 項 事　業　名

2 総務費 1
総務

管理費
連合事務所
整 備 事 業
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額、前年度末までの支出額又は支出額

並びに事業の進行状況等に関する調書

（単位：千円）

16,951 16,951 10.0

152,570 90.0

16,951 16,951 152,570 100.0

当該年度末

までの支出

予 定 額

翌 年 度

以 降 支 出

予 定 額

継 続 費 の

総額に対す

る進捗率(%)

備　　考

前 前 年 度

末 ま で の

支 出 額

前 年 度 末

までの支出

見 込 額

当 該 年 度

支 出

予 定 額
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地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書 

 
                                    （単位：千円） 

区   分 
前前年度末 

現 在 高 

前 年 度 末 

現在高見込額 

当該年度中増減見込み 
当 該 年 度 末 

現在高見込額 
当 該 年 度 中 

起債見込額 

当 該 年 度 中 

元金償還見込額 

１ 普 通 債 707,338 733,180 1,720,700 86,800 2,367,080 

(1) 消 防 707,338 733,180 1,720,700 86,800 2,367,080 

合  計 707,338 733,180 1,720,700 86,800 2,367,080 
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